
第一部　平成30年度市区町村社会福祉協議会活動実態調査結果
Ⅱ　ボランティア・市民活動

Ⅱ　ボランティア・市民活動

１ ボランティア・市民活動の推進体制・機能等

① センター機能の有無

○ ボランティアセンター機能が「あり」と回答した社協は、87.6％である。

【 図表100 】 センター機能の有無

社協数 ％

1,325 87.6

166 11.0

21 1.4

1,512 100.0

① -1　『ボランティア』や『市民活動』等を明示した部所や窓口等の有無

○ 名称上、『ボランティア』や『市民活動』を明示した部所や窓口を「設けている」社協は、77.1％である。

【 図表101 】 『ボランティア』や『市民活動』等を明示した部署や窓口等の有無

社協数 ％

1,021 77.1

277 20.9

27 2.0

1,325 100.0

② センター運営等へのボランティア協力の有無

○ センター運営等へのボランティア協力が「あり」と回答した社協は、33.3％である。

【 図表102 】 センター運営等へのボランティア協力の有無

社協数 ％

503 33.3

963 63.7

46 3.0

1,512 100.0

＜②　ボランティアの協力の内容　主な記載の抜粋＞

・ ボランティアコーディネート ・ 研修会や講座の講師スタッフ

・ 相談業務 ・ 体験プログラム事業実施への参画

・ ボランティアセンター運営委員 ・ ボランティア連絡協議会

・ 広報告知 ・ 事務局業務

・ イベント・研修等の運営協力

設置している

設置していない

無回答

全　体

あり

あり

なし

無回答

全　体

なし

無回答

全　体

あり

87.6 

なし

11.0 

無回答

1.4 

77.1 

20.9 

2.0 

0% 50% 100%

あり

33.3 

なし

63.7 

無回答

3.0 
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Ⅱ　ボランティア・市民活動

③ 相談等の受付件数

○ ボランティアに関する相談件数400,604件のうち、ニーズ件数は241,308件である。

60.2％がボランティアに支援を求める件数となっている。（ニーズ件数／相談件数）

【 図表103 】 相談等の受付件数（平成30年度実績）

年間 月間 年間 月間

400,604 33,384 241,308 20,109

301.9 25.2 190.0 15.8

※「ニーズ件数」とは、「相談件数」のうちマッチングの対象となる案件（ボランティアの依頼、活動希望の両方の合計）

N＝1,324社協

２ ボランティアセンター運営に関わる諸組織

① ボランティアセンター運営委員会（VC全体の運営の在り方、戦略、プログラム、

財政等を大局的に検討する場）の有無

○ ボランティアセンター運営委員会を「設置している」社協は31.3％で、年平均2.6回開催している。

【 図表104 】 ボランティアセンター運営委員会の有無

社協数 ％

474 31.3

1,010 66.8

28 1.9

1,512 100.0

② 年間の運営委員会の開催回数

【 図表105 】 運営委員会の開催回数（H30年度実績）

996

2.6

390

設置していない

無回答

全　体

総開催回数

平均開催回数

回答社協数

総件数

平均

設置している

ボランティアに関する
相談件数

ボランティアに関する
ニーズ件数

設置してい

る

31.3 
設置して

いない

66.8 

無回答

1.9 
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３ 他団体との連携

① ボランティア・市民活動等の相談・情報提供の常設窓口の有無

○ 市町村内に社協以外のボランティア・市民活動等の相談・情報提供の常設窓口が「ある」社協は37.2％

である。

【 図表106 】 ボランティア・市民活動等の常設窓口の有無

社協数 ％

562 37.2

919 60.8

31 2.1

1,512 100.0

ある

ない

無回答

全　体

ある

37.2 %

ない

60.8 %

無回答

2.1 %
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② 多様な分野の他組織との連携・協働の状況

○ 社協が連携している組織としては、「小・中学校」63.3％、「社会福祉施設」59.0％、が50％を超えて高いが

大学や大学VC、中間支援施設との連携は低い。

会議等に参加・同席している、及び日常的にやりとりしているのは「社会福祉施設」（22.6％）が多く、具体

的なプログラムで協働しているのは「小・中学校」（44.4％）が最も多い。

【 図表107 】 多様な分野の他組織との連携・協働の状況＜主体別＞

1,512 103 180 104 1,125 0 387

100.0 6.8 11.9 6.9 74.4 0.0 25.6

1,512 66 111 101 1234 0 278

100.0 4.4 7.3 6.7 81.6 0.0 18.4

1,512 89 93 292 1038 0 474

100.0 5.9 6.2 19.3 68.7 0.0 31.3

1,512 31 100 202 1,179 0 333

100.0 2.1 6.6 13.4 78.0 0.0 22.0

1,512 59 227 671 555 0 957

100.0 3.9 15.0 44.4 36.7 0.0 63.3

1,512 122 341 429 620 0 892

100.0 8.1 22.6 28.4 41.0 0.0 59.0

1,512 118 187 181 1026 0 486

100.0 7.8 12.4 12.0 67.9 0.0 32.1

上段：社協数、下段：％

社会福祉施設

専門機関、専門職団体

企業や労組、商工会、青年会議所

大学・大学VC

小・中学校

行政が運営主体のVC、
市民活動等相談窓口、センター等

中間支援ＮＰＯ（上記を除く）

連携
している

全　体
1　会議等に
参加・同席
している

2　日常的に
やりとり
している

3　具体的な
プログラムで
協働している

1～3に
該当
しない

無回答

6.8 

4.4 

5.9 

2.1 

3.9 

8.1 

7.8 

11.9 

7.3 

6.2 

6.6 

15.0 

22.6 

12.4 

6.9 

6.7 

19.3 

13.4 

44.4 

28.4 

12.0 

74.4 

81.6 

68.7 

78.0 

36.7 

41.0 

67.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政が運営主体のVC、

市民活動等相談窓口、センター等

中間支援ＮＰＯ（上記を除く）

企業や労組、商工会、青年会議所

大学・大学VC

小・中学校

社会福祉施設

専門機関、専門職団体

会議等に

参加・同席

している

日常的に

やりとり

している

具体的な

プログラムで

協働している

1～3に

該当

しない
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○ また、連携している団体としては、「子育て支援団体」35.3％、「まちづくり関係団体等」29.8％

「教育・文化関係団体等」27.8％、、「経済的困窮者支援関係団体等」25.4％などが高い割合を占めている。

会議等に参加・同席しているのは「まちづくり関係団体等」が最も多く、日常的にやりとりしている及び

具体的なプログラムで協働しているのは「子育て支援団体等」（14.0％）が最も多い。

【 図表108 】 多様な分野の他組織との連携・協働の状況＜分野別＞

1,512 384 111 178 95 1,128 0

100.0 25.4 7.3 11.8 6.3 74.6 0.0

1,512 158 101 25 32 1,354 0

100.0 10.4 6.7 1.7 2.1 89.6 0.0

1,512 263 77 99 87 1,249 0

100.0 17.4 5.1 6.5 5.8 82.6 0.0

1,512 224 61 92 71 1,288 0

100.0 14.8 4.0 6.1 4.7 85.2 0.0

1,512 207 75 72 60 1,305 0

100.0 13.7 5.0 4.8 4.0 86.3 0.0

1,512 333 91 139 103 1,179 0

100.0 22.0 6.0 9.2 6.8 78.0 0.0

1,512 421 96 156 169 1,091 0

100.0 27.8 6.3 10.3 11.2 72.2 0.0

1,512 212 41 77 94 1,300 0

100.0 14.0 2.7 5.1 6.2 86.0 0.0

1,512 451 125 166 160 1,061 0

100.0 29.8 8.3 11.0 10.6 70.2 0.0

1,512 124 14 59 51 1,388 0

100.0 8.2 0.9 3.9 3.4 91.8 0.0

1,512 190 58 63 69 1,322 0

100.0 12.6 3.8 4.2 4.6 87.4 0.0

1,512 534 113 209 212 978 0

100.0 35.3 7.5 13.8 14.0 64.7 0.0

1,512 230 40 101 89 1,282 0

100.0 15.2 2.6 6.7 5.9 84.8 0.0

1,512 129 30 40 59 1,383 0

100.0 8.5 2.0 2.6 3.9 91.5 0.0

上段：社協数、下段：％

全　体
連携

している

会議等に
参加・同席
している

日常的に
やりとり
している

具体的な
プログラムで
協働している

経済的困窮者支援関係団体等

自殺防止・遺族支援関係団体等

1～3に
該当
しない

無回答

更生保護関係団体

教育・文化関係団体等

スポーツ関係団体等

ひきこもり者・家族支援関係団体
等

ニート支援、若者の就労等支援
関係団体等

地域防犯関係団体

子育て支援団体等

環境保全・地域美化活動団体等

その他

まちづくり関係団体等

国際協力関係団体等

人権擁護活動団体等
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7.3 

6.7 

5.1 

4.0 

5.0 

6.0 

6.3 

2.7 

8.3 

0.9 

3.8 

7.5 

2.6 

2.0 

11.8 

1.7 

6.5 

6.1 

4.8 

9.2 

10.3 

5.1 

11.0 

3.9 

4.2 

13.8 

6.7 

2.6 

6.3 

2.1 

5.8 

4.7 

4.0 

6.8 

11.2 

6.2 

10.6 

3.4 

4.6 

14.0 

5.9 

3.9 

74.6 

89.6 

82.6 

85.2 

86.3 

78.0 

72.2 

86.0 

70.2 

91.8 

87.4 

64.7 

84.8 

91.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的困窮者支援関係団体等

自殺防止・遺族支援関係団体等

ひきこもり者・家族支援関係団体等

ニート支援、若者の就労等支援

関係団体等

地域防犯関係団体

更生保護関係団体

教育・文化関係団体等

スポーツ関係団体等

まちづくり関係団体等

国際協力関係団体等

人権擁護活動団体等

子育て支援団体等

環境保全・地域美化活動団体等

その他

会議等に

参加・同席

している

日常的に

やりとり

している

具体的な

プログラムで

協働している

1～3に

該当

しない

無回答
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- 61 -



第一部　平成30年度市区町村社会福祉協議会活動実態調査結果
Ⅱ　ボランティア・市民活動

４ ボランティア関連事業

① 実施事業

○ ボランティア関連事業の実施率は、「ボランティアに関する相談・情報提供、その他の調整等」91.1％が

最も高く、次いで「福祉教育・ボランティア学習支援」83.3％、はほとんどのところで行われているが

 「NPO支援・運営等支援」6.8％、「住民参加型在宅福祉サービス活動支援・生活支援サービス活動支援」
は10％を下回って低い。

【 図表109 】 実施事業

1,512 1,378

100.0 91.1

1,512 103

100.0 6.8

1,512 1,260

100.0 83.3

1,512 617

100.0 40.8

1,512 578

100.0 38.2

1,512 74

100.0 4.9

上段：社協数、下段：％

② 研修会・講座等（主催もしくは実行委員会などの事務局を担っているもの）

○ ボランティア関連の研修会・講座等の実施率は、「ボランティア・市民向けの講座・学習会等」78.6％が

最も高く、次いで「ボランティア大会・フェスティバル等のイベント」40.6％となっている。

ボランティアコーディネーター養成や企業、NPOへの支援は5％を下回って低い。

【 図表110 】 研修会・講座等

1,512 1,189

100.0 78.6

1,512 295

100.0 19.5

1,512 85

100.0 5.6

1,512 189

100.0 12.5

1,512 70

100.0 4.6

1,512 288

100.0 19.0

1,512 614

100.0 40.6

1,512 177

100.0 11.7

1,512 19

100.0 1.3

上段：社協数、下段：％

ボランティア大会・フェスティバル等
のイベント

社会福祉施設等のボランティア
受け入れ担当者の研修会

ＮＰＯ立ち上げのための研修会

住民参加型在宅福祉サービス団体
に対する研修会

企業・労組・ＯＢのボランティア活動
への研修会

シニア層によるボランティアの
研修会

ボランティア・市民向けの講座・
学習会等

ボランティアリーダー（ボランティア
団体の長など）養成研修会

ボランティアコーディネーター養成
研修会

全　体 あり

災害に備える取り組み
（ボランティア等の研修・マニュアル等）

企業の社会貢献活動の支援

住民参加型在宅福祉サービス活動
支援・生活支援サービス活動支援

ボランティアに関する相談・情報
提供、その他の調整等

ＮＰＯ設立・運営等支援

福祉教育・ボランティア学習支援

全　体 あり

91.1 

6.8 

83.3 

40.8 

38.2 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

78.6 

19.5 

5.6 

12.5 

4.6 

19.0 

40.6 

11.7 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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５ 福祉教育事業の推進

① 福祉教育の推進のための指定事業の実施の有無

○ 福祉教育の推進のための指定事業を実施している社協は57.1％である。

【 図表111 】 福祉教育の推進のための指定事業の実施の有無

社協数 ％

863 57.1

621 41.1

28 1.9

1,512 100.0

① -1　福祉教育の推進のための指定事業の方法　※複数回答

○ 実施の方法として、「協力校を指定して実施」している社協が74.5％、その他（地域や学校を指定せず

実施）25.3％。「校区などの地域を指定して実施」している社協は8.1％である。

【 図表112 】 福祉教育の推進のための指定事業の方法

863 70

100.0 8.1

863 643

100.0 74.5

863 218

100.0 25.3

上段：社協数、下段：％

① -2　協力校の数

○ 協力校の内訳は、「小学校」が最も多く58.8％、次いで「中学校」25.4％、「高等学校」7.6％、

「幼稚園・保育園」6.1％である。

【 図表113 】 協力校の数（H30年度実績）

社協数 回答社協数 協力校 割合 平均

643 116 476 6.1 4.1

643 615 4,580 58.8 7.5

643 578 1,975 25.4 3.4

643 316 590 7.6 1.9

643 131 164 2.1 1.3

643 643 7,785 100.0 12.1

※平均は回答社協ベース

小学校

中学校

高等学校

幼稚園・保育園

その他

合　計

全　体 あり

あり

なし

無回答

全　体

地域（校区など）を指定して実施

協力校を指定して実施

その他
（地域や学校を指定せず実施）

あり

57.1%

なし

41.1%

無回答

1.9%

8.1 

74.5 

25.3 

0% 20% 40% 60% 80%
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① -3　協力校に関わる事業の実施財源

○ 社協の独自財源が最も多く45.1％となっている。行政からの補助・助成は12.0％である。

【 図表114 】協力校に関わる事業の実施財源

社協数 ％

290 45.1

77 12.0

5 0.8

268 41.7

3 0.5

643 100.0

＜その他　主な記載の抜粋＞

・ 赤い羽根共同募金配分金

・ 県社協からの助成

② 福祉教育に関する学校の授業等のプログラムへの関わり回数

○ 福祉教育に関する学校等の授業等のプログラム別の実施回数（延べ30,562件）は、

「学校の福祉教育に関する授業・事業の企画への協力（企画検討・講師紹介等）」

が最も多く50.4％と半数を超えている。

【 図表115 】 福祉教育の取り組み実施回数（H30年度実績）

全体（社協） 合計（回） 割合 平均値（回）

1,512 15,404 50.4 14.7

1,512 7,114 23.3 10.7

1,512 6,744 22.1 8.2

1,512 1,300 4.3 4.3

1,512 30,562 100 10.8

＜その他　主な記載の抜粋＞

・ 福祉関連機材・用具の貸出し ・ ボランティア団体へのサポート

・ 地域子ども会での福祉教育／体験

・ 社員研修／一般研修会

・ 福祉体験出前講座

・ 地域福祉交流会支援

社協の独自財源

学校の福祉教育に関する授業・事業の企画への協
力（企画検討・講師紹介等）

社協の役職員が企画に関わった授業・事業への同席

社協の役職員自身による授業・事業の実施

その他

合　計

行政からの補助・助成

特に財源はない

その他

無回答

全　体

社協の独自

財源
45.1

行政からの補助・助成
12.0

特に財源はない
0.8

その他
41.7

無回答
0.5
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③ 社協が実施する福祉教育の対象者別の実施回数　※複数回答

○ 社協が実施する福祉教育の対象者別の実施回数（延べ25,240件）は、「小学生以下」が最も多く54.5％、

次いで「中高生」22.3％、「地域住民」12.7％などとなっている。

【 図表116 】 福祉教育の対象者別実施回数（H30年度実績）（複数回答）

全体（社協） 合計（回） 割合 平均値（回）

1,512 13,754 54.5 12.0

1,512 5,619 22.3 5.5

1,512 484 1.9 1.5

1,512 244 1.0 0.8

1,512 335 1.3 1.2

1,512 88 0.3 0.4

1,512 3,212 12.7 6.1

1,512 973 3.9 2.3

1,512 531 2.1 2.0

1,512 25,240 100.0 5.6

＜その他　主な記載の抜粋＞

・ 社会福祉法人・事業者 ・ 専門学校生

・ 行政職員 ・ 保護者／PTA

地域住民

ボランティア、福祉活動者

その他

合　計

小学生以下

中高生

大学生・短大生

学校の教員

勤労者

退職者
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